
 2010年度第1四半期決算の概要 （単位：億円 △損失､減少）

・ 当第1四半期の｢当社株主帰属四半期純利益｣は、前年同期比198億円増益の402億円。通期見通し1,600億円に対し25％の進捗。下期型の繊維、情報通信･航空電子等

を抱える当社の収益構造からすると順調な滑り出し。また、｢投資及び有価証券に係る損益｣以下の損益(③)は大幅に減少するも、実態利益の増加が大きく貢献。

・ 一方、セグメント別では、5つのセグメントにて前年同期比増益を達成。金属･エネルギーが206億円増益の262億円、生活資材･化学品が33億円増益の55億円、情報通信･

航空電子が23億円増益の18億円、繊維が17億円増益の26億円、機械は上場有価証券の評価損処理があったが7億円増益の3億円。前年同期に赤字であった機械、情

報通信･航空電子も黒字を達成。食料と金融･不動産･保険･物流はそれぞれ前年同期の株式売却益、支配獲得に伴う一過性利益の反動もあり減益。

・ 分野別比率では、資源･エネルギー関連が65％(262億円)、生活消費関連が33％(131億円)、その他が2％(9億円)。資源･エネルギーが大幅に利益を伸ばし、生活消費関 　

連は、食料が前年同期の一過性利益がなくなったものの、繊維及び生活資材の改善により、前年同期並みの利益水準を確保した。

・ 株主資本は前年度末比235億円減少(新会計基準適用に伴う㈱日本アクセス株式買増しのマイナス影響もあり(＊))の1兆749億円。NET DERは0.1ポイント悪化し、1.7倍。

(＊)は「平成23年3月期　第1四半期決算」添付資料P.8をご参照ください。

【連結損益計算書】 進捗率(%)

収　益 8,276       7,672       ・

売上総利益 2,395       2,063       10,800     22.2%

その他の収益（△費用）

販売費及び一般管理費 1,918  △  1,894  △  ・ 売上総利益：（増減分野及び商品等） 8,150  △  23.5%

貸倒引当金繰入額 5  △        39  △      繊維/増益(204→294)：㈱ｼﾞｬｳﾞｧﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ及び㈱ﾚﾘｱﾝの連結子会社化により増益 50  △      9.7%

金利収支 55  △      65  △      機械/減益(115→113)：自動車取引は回復途上にあるが、新造船取引減少により減益 250  △    21.9%

受取配当金 70           59           情航/減益(287→279)：国内情報産業関連事業の取引減少により減益 200          35.1%

（金融収支） 15)(         6)(△        金ｴﾈ/増益(251→498)：石油製品取引ではｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝ不調に伴い減益となったが、 50)(△      －

投資及び有価証券に係る損益  △57 28           　　　 金属資源･ｴﾈﾙｷﾞｰ価格の上昇及び販売数量増加により増益

固定資産に係る損益 1             23           生化/増益(236→275)：化学品は安定した市況に支えられ増益、生活資材はﾊﾟﾙﾌﾟ  △450 －

－ 91            　　　価格上昇及び昨年来の日米住宅市況底打ち感もあり増益　

その他の損益 25  △      16           食料/減益(825→819)：国内消費低迷に伴う流通関連での減益及び生鮮食材関連

その他の収益（△費用）計 1,989  △  1,780  △  　　　 では前年度好調の反動もあり減益 8,700  △  22.9%

税引前利益 406          284          金不保物/増益(79→81)：不動産関連事業の持分法適用関連会社化に伴い減少 2,100       19.3%

法人税等 147  △    159  △    　　　 したものの、金融関連事業の増益によりほぼ横ばい 1,000  △  14.7%

税引後利益 259          125          ・ 販売費及び一般管理費：既存連結対象会社の経費減少、連結除外に伴う経費 1,100       23.6% （主な黒字･赤字会社）  　 (連)：連結子会社 （持)：持分法適用関連会社

持分法による投資損益 161          94           　　減少、並びに前年度株式市況回復に伴う年金資産運用改善により退職給付費用 650          24.8% 黒　字　会　社　利　益 520            313            

四半期純利益 420          219          　　が減少するも、繊維2社の連結子会社化により増加 1,750       24.0% (内、黒 字 事 業 会 社) 482            293            

非支配持分帰属四半期純利益 18  △      14  △      150  △    12.1% (内、黒字海外現地法人) 37              19              

当社株主帰属四半期純利益 402          204          ・ 貸倒引当金繰入額：一般債権に対する貸倒引当金の減少等 1,600       25.1% 赤　字　会　社　損　失 81  △        115  △       

（参考） (内、赤 字 事 業 会 社) 79  △        109  △       

売上高　① 27,300     21,925     ・ 115,000 23.7% (内、赤字海外現地法人) 2  △          6  △          

（売上総利益率） 8.8%)(       9.4%)(       9.4%)(       439            197            

営業利益　② 472          131          2,600       18.1% 66.7%          63.0%          

実態利益　④  (注1) 653          258          3,250       20.1% 274社)(       266社)(       

(連 結 対 象 会 社 数 合 計) 411社)(       422社)(       

【連結包括損益計算書】 ・ 固定資産に係る損益：前年同期における固定資産売却益の反動等 （注5）当社及び当社の海外現地法人が直接投資している会社を表示しております。

四半期純利益 420          219          

・ ﾊﾞｰｹﾞﾝﾊﾟｰﾁｪｽ取引に係る利益：前年同期のｼｰｱｲ化成㈱、伊藤忠ﾛｼﾞｽﾃｨｸｽ㈱

　為替換算調整額 261  △    639          　　の支配獲得に伴う利益計上の反動

　年金債務調整額 11           7             総資産 54,303        54,768        

　未実現有価証券損益 60  △      255          ・ その他の損益：子会社での為替換算評価損益の悪化及び雑損益の悪化等 有利子負債 22,111        22,093        

　未実現デリバティブ評価損益 28  △      2             　 NET 有利子負債 18,012        17,261        

338  △    903          　 株主資本（当社株主帰属分） 10,749        10,984        

包括損益 83           1,122       資本合計 12,772        13,114        

非支配持分に帰属する包括損益 14  △      33  △      株主資本比率 19.8%          20.1%          

当社株主に帰属する包括損益 69           1,090       NET DER （倍） （注6） 1.7倍 1.6倍 

当社株主帰属四半期純利益・実態利益推移

営業活動によるCF 108            767            

 299         211        投資活動によるCF 381  △       745  △       

 403         184        財務活動によるCF 414  △       351  △       

当社株主帰属四半期純利益の会社区分別内訳推移

内、海外事業損益  335         98          4-6月平均 91.77           金利 （円TIBOR 3M/4-6月平均） 0.398%        

（海外事業損益比率） 83%)(       48%)(        期末日 88.48           金利 （US$LIBOR 3M/1-3月平均） 0.257%        

 1-3月平均 90.19           4-6月平均 79.47          

 期末日 93.04           1-3月平均 77.24          

20.7%          19  ＋       

持分法による投資損益：ITOCHU Minerals & Energy of Australia Pty Ltdの
　　持分法による投資損益＋16、日伯紙ﾊﾟﾙﾌﾟ資源開発㈱＋13、日伯鉄鉱石㈱＋7、
　　ITOCHU Automobile America Inc.の持分法による投資損益＋3、大建工業㈱＋3、
　　㈱ｸﾞｯﾄﾞﾏﾝ(注2)

14,300        

9円

0.3%  △      

中間
(予想)

当社株主帰属四半期純利益 (参考) 営 業 利 益

189)(＋       

営業利益の増加に加え、油価上昇に伴うLNG関連の受取配当金の増加、持分
法投資損益の増加により大幅増益

前年同期のｼｰｱｲ化成㈱の支配獲得に伴う利益計上（ﾊﾞｰｹﾞﾝﾊﾟｰﾁｪｽ益等）の反
動があったものの、営業利益の増加と持分法投資損益の増加により増益

営業利益の増加はあったものの、前年同期の投資有価証券売却益の反動等に
より減益

金属資源価格の上昇及び販売数量増加により
増益

 ITOCHU Minerals & Energy
 of Australia Pty Ltd  (IMEA)

3  △         

198  ＋      

年間
(予想)

金融収支：米ﾄﾞﾙ金利率低下を主因とした金利収支の改善等、LNG関連投資から
　　の配当金の増加＋12等

投資及び有価証券に係る損益：株式評価損増加△52、株式売却益減少△62、
　　事業整理損他＋30

配当状況
（１株当たり）

18円

（注1）実態利益＝売上総利益＋販売費及び一般管理費＋金融収支＋持分法による投資損益
（注2）当社の公表日以降に業績の公表を個別に行うため、当該会社の公表数値をご参照ください。

【当社株主帰属四半期純利益】
主たる増減要因

（注4） 営業利益については、「平成23年3月期　第1四半期決算」
　　　　 添付資料P. 11-12参照

営業利益の増加に加え、新規関連会社の寄与により増益

保有有価証券の評価損の計上があったものの、営業利益の改善及び受取配当
金増加により増益

営業利益は減少したものの、投資有価証券損益及び持分法投資損益の好転に
より増益

　（注6）当該指標計算に用いる｢株主資本｣は､当社に帰属する株主資本(非支配持分控除後)の金額を使用しております。

一部の郊外立地のﾏﾝｼｮﾝ･戸建分譲事業の販
売が低迷し減益

伊藤忠都市開発㈱ 12  △        8  △          

92.10          

11社)(△     

1.75倍 

2010年度
第1四半期

主要指標

 △       10

21,000        

12,000        

342  △       

466  △       

35  ＋        

30)(＋        

242)(＋       

3.6%  ＋      

4)(＋          

キャッシュ・フロー

変動幅

0.1 悪化

2009年度
第1四半期

238)(△       

2010年度
第1四半期

現金･現金同等物期末残高

主要指標
2009年度
第1四半期

 営業活動CF：
     海外資源及び食料関連取引等で営業取引収入が堅調に推移、また、情報通信･航空電子及び繊維等で債権回
　　 収が進むも、金属･ｴﾈﾙｷﾞｰ、食料等で今後の需要を見込んだたな卸資産増加もあり、ﾈｯﾄ入金108億円となった
 投資活動CF：
     資源開発関連における追加設備投資及びｳﾗﾝ関連株式取得等により、ﾈｯﾄ支払
 財務活動CF：
    子会社である㈱日本ｱｸｾｽ株式の公開買付けに伴う支出及び配当金の支払い等により、ﾈｯﾄ支払

ブレント原油
（US$/BBL）

18)(＋        

伊藤忠ﾍﾟﾄﾛﾘｱﾑ㈱

日伯紙ﾊﾟﾙﾌﾟ資源開発㈱

主要内訳

石油製品取引のｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝ不調に伴い減益

ﾊﾟﾙﾌﾟ価格上昇により増益

             5

10              3  △          

12              

2009年度
第1四半期

事業会社（取込損益）
2010年度
第1四半期

229            

13              ㈱ﾌｧﾐﾘｰﾏｰﾄ

17  ＋        

7  ＋         

35  △        

66              

営業利益は改善したものの、前年同期の伊藤忠ﾛｼﾞｽﾃｨｸｽ㈱の支配獲得に伴う
利益計上（ﾊﾞｰｹﾞﾝﾊﾟｰﾁｪｽ益等）の反動に加え、持分法投資損益の悪化により
減益
ﾗｲﾌｹｱ関連持分法投資損益の好転、第1四半期においては外国税額控除取得
増による改善はあったものの、株価下落に伴い保有有価証券の評価損を計上し
たことにより減益

23  ＋        

206  ＋      

33  ＋        

51  △        

　              ：実態利益
　              ：当社株主
                  帰属純利益

伊藤忠商事株式会社

2011年3月末
見通し

58,000        

25,000        

2010年度
第1四半期

2009年度
第1四半期

前年同期比

 総資産：金属･ｴﾈﾙｷﾞｰ、金融･不動産･保険･物流、食料等において、今後の需要を見込んだ

　　たな卸資産増加があるも、情報通信･航空電子、金属･ｴﾈﾙｷﾞｰ、繊維で前年度末の債権

　　回収時期にあたり営業債権減少、金属･ｴﾈﾙｷﾞｰでは、海外資源開発関連における追加の

　　設備投資があるも豪ﾄﾞﾙ安の影響等により固定資産が減少し、前年度末比減少

 株主資本：当社株主帰属四半期純利益の積上げがあるも、配当金支払いによる減少、主と

　　して豪ﾄﾞﾙ安に伴う為替換算調整額悪化、株式市況下落による未実現有価証券損益悪化、

      子会社である㈱日本ｱｸｾｽ株式公開買付けによる追加株式取得に伴い発生したのれん

    相当額を前年度より採用された新会計基準に準拠し、資本取引(資本剰余金の減少)として

    処理した結果、前年度末比減少。この結果、株主資本比率(注6)は前年度末比0.3ﾎﾟｲﾝﾄ減

    少の19.8%、NET DER(注6)は前年度末比0.1ﾎﾟｲﾝﾄ悪化し1.7倍

前年同期比

 主たる増減要因

(注3) 海外事業損益は、海外現地法人及び海外事業会社の損益合計に、
　　　　親会社の海外支店及び収益源が海外にある特定海外事業のため
　　　　日本に設立された会社の損益を加えたものです。

336  △    204  △    

前年同期比
2010年度
第1四半期

2009年度
第1四半期

132  △     

88  ＋      

 36          13         23  ＋      

316  △     

30  △       

1,241  △   

1,039  △   

1,020  △   

219  ＋     

（黒　字　会　社　数）395  ＋     

900  △     

オペレーティング
セグメント情報

通期見通し
(5月7日公表時)

その他

金属・エネルギー

合計

黒字・赤字会社損益
（事業会社＋海外現地法人）

収益：前年度下半期に㈱ｼﾞｬｳﾞｧﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ及び㈱ﾚﾘｱﾝを連結子会社化したことに
　　　　より増収となった繊維、金属資源･ｴﾈﾙｷﾞｰ価格上昇及び販売数量増加により
　　　　増収となった金属･ｴﾈﾙｷﾞｰ、天然ｺﾞﾑ、ﾊﾟﾙﾌﾟ価格上昇及び販売数量増加並び
　　　　に化学品価格上昇により増加となった生活資材･化学品等において増収

2010年度
第1四半期

繊維

機械

情報通信・航空電子

生活資材・化学品

食料

金融・不動産・保険・物流

2009年度
第1四半期

26             

56             262           

 △        4

8               

18             

3               

35%)(        

237  ＋     

6  △         

財　政　状　態

合 　 　 　　 計

黒　字　会　社　率

5  ＋         

130           

22             

78             

（前年度末比増減額）

 204        198  ＋     

　　　       　：単体
　　　     　  ：事業会社
　　       　  ：海外現法
　           　：連結修正

単 体

事 業 会 社

当社株主帰属四半期純利益
の会社区分別内訳

連 結 修 正

子会社取得におけるバーゲン
パーチェス取引に係る利益

その他の包括損益(税効果控除後)：

5,374  ＋   

202  ＋     

67  ＋       

202  ＋     

4  △         

341  ＋     

その他の包括損益(税効果控除後)計

前年度末比

18  ＋        

752  ＋       

235  △       

前年同期比

42  △       

2009年度
第1四半期

91  △       

34  ＋       

2010年度
第1四半期

主たる増減要因

25  △       

0.6%)(△     

198  ＋     

123  ＋     

134  ＋     

12  ＋       

603  ＋     

20             

2010年度第1四半期　連結決算ハイライト　（米国会計基準）

209  △     

22  △       

85  △       

10  ＋       

11  ＋       

21)(＋       

332  ＋     

経　営　成　績

変動幅

2010年度
第1四半期

2009年度
第1四半期

 △       22

2010年度
第1四半期

8社)(＋       

207            

204           

6,050          

2010年
3月末

0.94  ＋        

4.56  △        

5.74  △        

為替レート
(\/US$)

12月決算会社
90.93          0.74  △        

93.04          

97.51          
3月決算会社

15  △        

55             

735)(△       

402           

4,022          

 △       25

2010年
6月末

81         

15  △    

38         

10         

13         

16  △    

10         

48         

77         40         

50  △    

      472       131  ＋ 341

30  △    

256  ＋  305        

国内では経費の増加があるも、海外事業の好
転により増益

主たる増減要因

8  ＋      
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当社株主帰属四半期純利益  402        
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